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研究成果の概要（和文）：　職場環境改善に関する63本の論文についてレビューした結果、職場環境改善におい
て改善効果が得られるには、当事者である労働者による参加型の活動展開と、活動支援者のサポートが有効であ
ることが明らかとなった。また、改善策のうち「教育研修の実施」「職場活性化」「評価・報酬」では、労働者
参加型や活動支援者がいる比率が高かった。
　さらに、活動支援者が改善活動に適宜介入する労働者参加型の介入プログラムを開発することができた。

研究成果の概要（英文）：　As a result of having reviewed it about 63 articles about the workplace 
environment improvement, it was revealed that a worker participatory program and the support of the 
activity supporter gave improvement effects. In addition, in an "education training" "workplace 
activation" "evaluation, reward," the ratio of a worker participatory program and the ratio that 
there was activity supporters were high.
　Furthermore, I was able to develop the program of a worker participatory program that an activity 
supporter intervened in.

研究分野： 人的資源管理論
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　人的資源管理論や組織開発論の立場から、職場環境改善における改善策・方法とストレス指標（アウトカム）
との関連性を明らかにしたことは、疫学や公衆衛生からのアプローチが多くを占める職業性ストレス研究に与え
る学術的意義が大きい。
　また職場環境改善活動を継続していくための介入プログラムを開発したことは、労働安全衛生法の改正施行
（2015年12月1日）に伴って努力義務化された、集団分析及び職場環境改善を各事業場で展開していくうえでの
活動指針となるものであり、社会的意義も大きい。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
（１）職業性ストレス研究における環境要因へのアプローチの少なさ 
近年、多くの労働者が職業上のストレスを感じている。職業性ストレスは、労働者個人の心

身の健康に悪影響を及ぼすとともに、労働力の損失や生産性の低下等を組織にもたらす可能性
があるため、その予防対策が重要となる。 
ところで、職業性ストレスの発生を未然に防ぎ労働者の健康増進を図るための予防対策（第

一次予防）は、個人へのアプローチと環境要因へのアプローチとに大別できる。前者は、教育
等を通してコーピングスキルやリラクセーション技法等を習得させたりソーシャルサポートを
充実させたりすることによって、個人のストレス対処能力の向上を図るものである。後者は、
組織におけるストレス要因を特定し、それらを除去・低減することを通して、職場環境等の改
善（以下、職場環境改善と略す）を行うものである。 
従来の職業性ストレス研究及びそれに基づく予防対策は、個人へのアプローチが中心であり、

環境要因へのアプローチが少ないことが特徴である。そこで、今後の職業性ストレス研究にお
いては、ストレス要因の特定及びそれらの除去・低減を目的とした環境要因へのアプローチの
充実が求められる。 
 
（２）職場環境改善の効果 
このような背景を踏まえ、ようやく日本企業においても職場環境改善の実証研究が行われ、

その有効性が報告され始めている（例えば、Kobayashi et al.,2008; Tsutsumi et al.,2009;
新村ら,2011）。 
一方で、職場環境改善については研究間で結果が一貫しておらず、ポジティブな取り組みが

当初ねらった効果とは異なる副作用やネガティブな効果を引き起こす場合もある
（Semmer,2006）との指摘や、経営合理化に伴う取り組みでは効果が認められない（Egan et 
al.,2007）との報告もある。また、研究デザインとしては、介入群と対照群を設定するなどの
擬似実験デザインが望ましいが、それを実際の組織・職場で実行するのは難しい面があり
（Semmer,2006）、この点が研究間で結果が一貫しない一因ともなっている。これらのことから、
職場環境改善の効果に関するさらなる検証が求められる。 
 
２．研究の目的 
以上の議論を踏まえ、次の２点を本研究の目的とする。第１に、いかなる改善策や方法がい

かなるストレス指標（アウトカム）に改善効果を及ぼすのかを明らかにすることである。これ
までの先行研究の多くは、疫学や公衆衛生からのアプローチが多く、改善策そのものへの着目
度合いは低い。本研究では、経営学とりわけ人的資源管理論や組織開発論の立場から、改善策
とストレス指標との関連性を明らかにする。 
第２に、改善活動を最後まで継続していくための介入プログラムを開発することである。本

研究では、研究代表者らのこれまでの研究や文献レビューの結果から、仮説として以下の２点
を設定し検証する。 

①労働者参加型の職場環境改善では、改善活動が継続しやすい。 
②活動支援者（職場環境改善ファシリテーター）が存在する職場環境改善では、改善活動が
継続しやすい。 

 
３．研究の方法 
（１）文献レビュー 
第１の研究目的を果たすために文献レビューを行った。まず研究目的の趣旨に沿ったレビュ

ー論文を検索し、その中から分析対象とする論文を選定した。具体的には、前向きの縦断研究
であるか否か、対照群の有無、ベースライン調査の回答率、追跡調査時の回答率、無回答者や
中途脱落者の調整等、論文選定方法の水準が高く、近年の研究成果をフォローしていることを
レビュー論文の選定基準とした。そして、職場環境改善とその効果について明らかにするとい
う本研究にとって有用な知見が得られると判断された３本のレビュー論文を選定した。 
そして、そこに採録されている論文の中から、①労働者の健康増進を図る一次予防を目的と

していること、②個人レベルではなく組織レベルの介入であること、③心理社会的アウトカム
（仕事の負荷、仕事の裁量権、ソーシャルサポート等）と健康アウトカム（身体的健康、メン
タルヘルス、欠勤等）の両方またはいずれかを測定していること、の３条件を満たしている 63
本の論文を分析対象としてレビューした。 
 
（２）ケーススタディと実証研究 
第２の研究目的を果たすために、まず職場環境改善活動が上手く継続している民間企業３社

の取り組みについて、ケーススタディを実施した。次に、それらを踏まえて、活動支援者（職
場環境改善ファシリテーター）に求められる能力要件等を定義した。さらに、職場環境改善フ
ァシリテーターが改善活動に適宜介入する労働者参加型の介入プログラムを作成した。最後に、
そのプログラムを３つの職場で実証した結果を踏まえて、プログラムのブラッシュアップを行
った。 
 



４．研究成果 
（１）職場環境改善とその効果 ―文献レビューを通して― 
職場環境改善とその効果に関する 63 本の論

文についてレビューした。その結果、いずれか
のアウトカムに改善効果が認められた研究は全
体の 55.6％であった。また、労働者参加型や活
動支援者がいる研究では、改善効果が認められ
た比率が高かった（表２、表３参照）。 
加えて、改善策ごとに活動類型、活動支援者

の有無、アウトカムと改善効果との関連性を分
析した。その結果の概要は、次の①～③のとお
りである。 
①改善策のうち「教育研修の実施」「情報共有」

「職場活性化」「評価・報酬」では、労働者参加
型の比率が高かった。また、非参加型の比率が
100％である「生産方式の見直し」を除いて、労
働者参加型のほうが非参加型よりも改善効果あ
りの比率が高かった（図２参照）。 
②「教育研修の実施」「職場活性化」「評価・

報酬」では，活動支援者がいる比率が高かった。
また、活動支援者なしの比率が 100％である「生
産方式の見直し」を除いて、活動支援者ありの
ほうが活動支援者なしよりも改善効果ありの比
率が高かった（図４参照）。 
③「作業負荷の軽減」及び「生産方式の見直し」を除いた 7つの改善策では、心理社会的ア

ウトカム及び健康アウトカムの両者に改善効果が得られた比率が高かった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



（２）職場環境改善プログラムの開発 
上記３（２）の方

法によって、「ストレ
スチェックを活用し
た職場環境改善プロ
グラム」を開発した。
また、その介入プロ
グラムの各段階で使
用するワークシート
３種も開発した。 
ストレスチェック

制度を活用した職場
環境改善の具体的な
進め方は、図表１の
ようになる。 
まず、職場メンバ

ー全員がストレスチ
ェックを実施して、
職場のストレス要因
などの現状を把握す
る。その際に使用す
るのが、職業性スト
レ ス 簡 易 調 査 票
（BJSQ）である。そして、各個人の回答結果を職場単位で集計して集団分析結果レポートを作
成する。 
次に、ストレス要因を除去・低減させる方法を職場ごとに話し合い、改善策を立案し、実行

する。具体的には、第１回職場ミーティングを開催する。ここでは、集団分析結果レポートを
参照しながら、職場の現状はどのような状態か、本来あるべき理想像はどのような状態か、両
者のギャップの原因は何かなどについて議論した上で、改善策を話し合う。そして、活動目標
と内容を皆で共有した上で、６ヵ月～１年にわたって改善活動を行う。 
その後、再度ストレスチェックを行い、改善活動の成果を議論・評価する。第２回職場ミー

ティングでは、実施した改善活動の整理と振り返り、活動期間中の状況変化（業務量の変動、
人事異動など）、改善活動前後の数値の変化を踏まえた定量的評価、改善活動に対する定性的評
価などについて話し合う。そして、それらを次期の改善活動に活かす。このように、職場環境
改善プログラムは、PDCA サイクルを回しながら継続的に実施する。 
なお、職場環境改善の活動期間中に業務量が大幅に増加した、欠員が生じた、急を要するト

ラブルが発生したなどの理由によって、改善活動が低調であったり実行されなかったりした場
合には、改善効果が得にくいことも想定される。 
そこで、活動支援者として「職場環境改善ファシリテーター」を職場ごとに選任してもらう。

そして、彼らが中心となって活動状況を把握する。また、約２カ月に１度の頻度で、職場環境
改善ファシリテーターと筆者らによるフォローアップ・ミーティングを開く。そこでは、職場
環境改善ファシリテーターが各職場での改善活動の進捗状況に関する報告を行う。それを受け
て筆者らは、各職場の改善活動に関する内容を確認したり、必要に応じて助言を行ったりする。
そして、これらの内容は職場環境改善ファシリテーターを通して各職場のメンバーにもフィー
ドバックされる。このように、改善活動を継続させ活性化させるためには、職場環境改善ファ
シリテーターを中心とした活動状況の把握と定期的なフォローアップが介入のポイントとなる。 
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